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最近の標準化動向とJSAの取組み

資料①



これまでの標準化活動｜
1

JSAの取組み
～過去・現在を振り返る～

～2013年
日本規格協会ビル＠赤坂

1965年
IEC総会＠東京

2024年～
三田Avantiビル＠三田
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JSAの沿革
～終戦の年に誕生：国土再生や産業復興の一翼～

1945年
大日本航空技術協会と日本能率協会の規格担当部門の合
併で設立。特許標準局内に本部開設【本年：80周年】

1946年 月刊誌『規格ト標準』創刊(後の『標準化と品質管理』)

1949年 我が国初のQC講習会開講、工業標準化法施行

1950年 JIS規格票の発行・頒布開始

1958年 標準化全国大会開始（後の『標準化と品質管理全国大会』) 

1996年 マネジメントシステム審査登録開始

2005年 品質管理検定（QC検定）開始

2018年 JSAグループ発足

2019年 認定産業標準作成機関の認定

2024年 東京都港区の三田Avantiへ移転

月刊誌
『規格ト標準』第１号

発刊年月日：1946-08-20
創刊の辞：規格や標準はそれを定める
ことが目的ではありません。使うことが
目的なのであります。

これまでの標準化活動｜
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JIS/ISO/IECの制定・改正等の
実施や支援、標準化に関する調査
や人材育成、品質管理検定、MS・
審査員登録等の標準化と品質管
理関連事業を総合的に展開。

例えばJISでは、認定産業標準作
成機関として認定範囲を拡大中
で、昨年度公示された434規格
のうち364規格（84%）の原案
作成に関与。

更に、国際支援業務を始め、ISO
理事・上層委員会等の委員、国内
審議団体や国際幹事・議長として
国際標準化活動に幅広く参画。

JISの制定・改正件数

３６４/434件

認定標準作成機関としてのJIS件数

3,558/JIS総数 10,994件

【国際標準化活動への貢献】

国際標準化
研修実施回数

８回

セミナー開催件数

575回

QC検定受検者数

9.4万人

MS審査登録件数

1,892件

MS審査員等登録件数

13,486人

JSAの活動（2024年度）

～様々な標準化活動を広範囲に展開～

（うち規格開発 エキスパート 324人）

ISO/IEC要職

３名

国際幹事・コンビーナ
引受の件数

１４名

国内審議団体
引受の件数

6３分野
＞

これまでの標準化活動｜
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ISO/IECでの我が国のプレゼンス
～幹事・議長国業務は高い水準を維持～

ISO/IECでの幹事国引き受け数の変遷（グラフ） ISO/IECでの議長国引き受け数の変遷（グラフ）
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これまでの標準化活動｜
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5

我が国の国際標準提案数推移及び各国規格数比較
～提案数は頭打ちの傾向で、国家規格数も相対的に低水準～
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出所：JSA調べ

出所：JISC基本政策部会資料

これまでの標準化活動｜
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JSAの取組み
～今後を予測する～

～2013年
日本規格協会ビル＠赤坂

1965年
IEC総会＠東京

2024年～
三田Avantiビル＠三田

これからの標準化活動｜
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内閣府：新たな国際標準戦略の策定
～国際社会の課題解決に向けた我が国の標準戦略～

内閣府知的財産戦略推進事務局は、2006年に策定した戦略を19年ぶり

に見直し。本年５月１３日に議了した（以下、骨子）。

これまでの官民の取組と国内外の動向

国際標準を通じた課題解決を目指す我が国の取組

強化（基盤強化の方向性、経済安保の観点、司令塔機能の強化な

ど）

具体的な施策（①産学官の取組強化、②標準エコシステム強化、

③戦略の明確化とガバナンス、④国際連携の強化など）

重要領域・戦略領域の選定とその取組の方向性

モニタリング・フォローアップの実施と戦略の見直し

標準を通じた我が国のグローバル貢献

地球規模課題の
解決
サプライチェーン
の強靭化

革新技術を使い
こなす

少子高齢化・人
口減少への対応
高付加価値創出
型経済の実現

第３章 海外の取組 ３章 国内の取組 ４章 領域の取組

国際連携
標準戦略の明確化

とガバナンス
重要領域・戦略領域

の選定・方針

標準エコシステム 産学官の取組

第５章 モニタリン
グ・フォローアップ

これからの標準化活動｜



標準戦略のアウトカム 重要領域候補（中長期的に取り組むもの） 戦略領域候補（緊急性が高く直近で支援が必要なもの）

8

選定された重点領域・戦略領域
～府省横断的に17分野を選定～

規範・価値
の規定・具体化

産業
による価値提供

新技術
の進化

バリュー
チェーン

の進化

社会・産業
基盤の進化

社
会
課
題
解
決
に
向
け
た
現
状
か
ら
の
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
推
進

不
安
定
化
す
る
国
際
秩
序
を
踏
ま
え
た
紐
帯
強
化

技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
新
た
な
価
値
創
出

重点領域・戦略領域になった場合には、以下の支援を実施（戦略領域を優先）
①内閣府BRIDGEを始めとする各省庁の積極支援 ②その領域の国際標準化戦略策定
③モリタリング・フォローアップの実施 ④人材育成等の積極支援

素材 半導体 資源

バイオ
エコノミー

量子 フュージョン

食料・農林水産業

インフラ

モビリティ

環境・エネルギー

防災

医療・
ヘルスケア

介護・福祉 海洋 宇宙

情報通信

デジタル・AI

サステナビリティ・レジリエンス ウェルビーイング フロンティア

これからの標準化活動｜
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JISC：基本政策部会報告（2023年6月）策定
～「日本型標準加速化モデル」を提示～

産業競争力強化法に基づく伴奏支援：OCEANプロジェクト

事業者
（大企業、中小ベンチャー）

連携開発

大学・研究機関

申請

計画の認定

支援

主
務
大
臣

INPIT、NEDO
による助言
オープン＆クロー
ズ戦略の策定や、
産学連携体制の
整備等に関する
実証事業

標準化人材育成と確保（研修、標準化人材情報Directoryの

構築、アカデミア連携など）

経営戦略における標準化側面の強化（CSO設置、統合報

告書、市場形成力の評価、事例調査・分析・広報、業界団体連携など）

研究開発と標準化の一体的推進（産業競争力強化法改正

など）

新たな標準化活動の推進（サービス規格開発、認証産業強

化）

基盤的活動強化 （JIS開発の促進（認定機関制度の拡大）、ス

タートアップ等の規格開発支援など）

＞

これからの標準化活動｜
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JISC基本政策部会報告のフォーローアップ（202５年５月）

～「日本型標準加速化モデル」２０２５を策定～

パイロット分野の選定

認証機関の強化

● 国外規制への対応（短期：国外機関との連携、中長期：国内機関の海外展開）

● 国内規制への対応（人材の早期育成や業務の抜本的効率化などを通じて自力で強化）

アカデミアの標準化活動の深化、JIS作成プロセスの改善

フーズⅠ
分野別

標準戦略
策定

フーズⅡ
規格開発
規格活用

フロンティアなど技術・
市場が未成熟

技術優位性は未特定

様々な産業に波及、
関係者が複雑で調整役不在

市場獲得競争が今後激化
技術優位性は特定済みで

実用化が視野に入る

ルール形成で先行して
市場を創出

標準獲得のための
フロントを整備

標準による差別化で
市場獲得

データ連携基盤

ペロブスカイト太陽電池

量子
水素アン
モニア

バイオも
のづくりB

C

A

類型 取組方針（仮説） パイロット分野

「日本型標準加速化モデル」の検証・・・個別施策の進捗・環境変化

新たな課題①特定分野における戦略的標準化の必要性

②国内認証機関の強化の必要性

戦略的標準化の取組のイメージ

これからの標準化活動｜
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「日本型標準加速化モデル」２０２５の重要な視点
～JIS作成プロセス改善を提言～

２．JIS作成プロセス改善
（１）認定産業標準作成機関制度の活用促進

今後５年間でJIS制定数の約７割を認定対
象範囲とすることを目指し～

効率化のための必要な制度運用面での見直
し（認定産業標準作成機関が設置する産業
標準作成委員会におけるプロセス審議の導
入、従事者に受講が義務付けられる講習の
範囲の見直し等）について検討を開始～

「産業標準化法に基づく認定産業標準作成
機関に関するガイドライン」の改正を含めて、
その業務遂行の円滑化に取り組む～

＞ ＞

これからの標準化活動｜
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認定機関スキーム活用
～認定範囲拡大の方向～

迅速なJIS審議が可能

範囲拡大に必要な手続き

① 長期的な（１０年間かつ自動更新）

委託契約
② 対象となるJIS一覧
③ 産標委委員構成（JSA）

④ 従事者（JSA）

＞

これからの標準化活動｜
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国際標準フォーラム＠EXPO会場を主催
～安全・健康・ウェルビーイングと標準化～

国内外の登壇者21名の集合写真
＠EXPOサロン

国際標準化に関心を寄せる
国内外の多数の参加者

『安全・健康・ウェルビーイング標準化宣言』
を発表＠EXPOホール

万博イベントに合わせて『ルール形成戦
略セミナー』も主催＠⼤阪市内

フォーラムに合わせて『ルール成形戦略セミナー』も主催し、次代の国際標準化を
担う42名が集う。ケーススタディを通じ、企業経営に資する標準化という視点で
活発なグループワ ーク。また、ウェルビーイングと標準化の視点でも学習。

JSAのネットワークにより、国際標準化機構 (ISO) 会長、国際電気標準化会議
(IEC) 会長をはじめ、NVIDIA産業安全担当副社長や国際社会保障協会
(ISSA) 事務総長などの国際機関の要人や標準化の専門家を多数招聘

国内外から約300名の聴講者が参加。フォーラムの成果として『安全・健康・
ウェルビーイング標準化宣言』(JSA宣言) を採択し、EXPOホールで、
ISO/IEC両会長の参加を得て、その旨を披露

2025年7月、EXPO2025大阪・関西万博会場にて、一般財団法人日本規格協
会 (JSA) と安全・健康・ウェルビーイングのためのグローバル・イニシアティブ
(GISHW) は、万博会場にて、標準化フォーラム『いのち輝く未来社会のデザイン
～安全・健康・ウェルビーイングと標準化～』を主催

これからの標準化活動｜

＞
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分野横断的な標準化プラットフォームの提供
～循環経済・サーキュラーエコノミー標準化のためのプラットフォーム～

Gaia-X（製品のサプライチェーン）
・製品リサイクルを含む

Catena-X
（⾃動⾞のサプライチェーン）

・バッテリーリサイクル

ISO/TC22
（⾃動⾞）

ISO/TC47
（化学）

ケミカルリサイクル

IEC/TC21
（バッテリー）

CEN/CENELEC JTC 10（エコデザイン）

ISO/TC61
（プラスチック）

プラスチックリサイクル
・生分解性プラスチック

ISO/TC207（環境管理）
IEC/TC120

（電気エネルギー
貯蔵システム）

ISO/TC333
（リチウム）

ISO/TC307（ブロックチェーン）

IEC/TC69
（電動道路⾞両・産業⾞
両⽤の電⼒/エネルギー伝

達システム）

ISO/TC282
（⽔の再利⽤）
ISO/TC147

（⽔質）

IEC/TC111
（電気・電子機器シス

テムの環境規格）

DPP（Digital Product Passport）・製品の履歴のデータシート
エコデザイン規則（ESPR）

政策
（欧州）

ISO/
IECの
TC

ISO/TC17
（鉄鋼）

IEC全般
（電子機器）

ISO/TC136
（家具）

ISO/TC74
（セメント）

ISO/TC38,TC72
（繊維）

ISO/TC122
（包装）

ISO/TC59 
（構築物）

ISO/TC34
（食品）

ISO/TC71
（コンクリート）

ISO/IECJTC1（情報技術）

ISO/TC190
（地盤環境）

データ
プラット
フォーム

CEN/TC 473（サーキュラーエコノミー）

CEN/CENELEC JTC 24（DPP）

ISO/TC345
（重要鉱物）

ISO/TC348
（持続可能な原材料）

ISO/TC323（サーキュラーエコノミー）

ISO/TC308（加⼯流通過程の品質管理）

※代表的なもののみを記載。赤枠は欧州の重点分野、緑地はDPPの対象範囲

バッテリー
パスポート（DP）

これからの標準化活動｜
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標準化と品質管理全国大会2025を主催
～ルールメイキングとデジタル革新～

大会テーマ
持続可能な未来社会をデザインする

― 実現のカギはルールメイキングとデジタル革新－

開催日 2025年10月14日（火）

会 場 都市センターホテル（東京・永田町）

参加料 一般：11,000円
維持会員：5,500円 ※加入1口につき1名無料

講演（例：基調講演）
大阪・関西万博を通じての国際標準化連携の仲間づくり
と日本のリーダーシップ
（一社）セーフティグローバル推進機構(IGSAP) 藤田 俊弘 理事

品質保証の視点から考える－TQMによる経営基盤の強
化
（一社）品質工学会 佐藤 吉治 代表理事 会長，コマツ技術顧問

これからの標準化活動｜



規格で世界をつなげる
Standards that connect the world.

安全・健康・ウェルビーイングな社会を

標準化でささえる
Supporting a safe, healthy, and well-being society through standardisation.

16これからの標準化活動｜
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資料②
JIS原案作成公募制度説明会
JSA公募制度の概要と利⽤のすすめ
と認定機関制度

2025年7⽉
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内容

1. JSA公募制度の概要
2. ご利⽤のメリット
3. JSAの規格開発体制と認定機関制度
4. 応募〜提出までの流れ
5. JIS原案等の審議資料格納について

（ISOlutionsの利⽤願い）

1
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1 JSA公募制度の概要

2

「JIS原案作成公募制度（以下、JSA公募制度）」とは

• ⺠間団体の⾃主的なJIS原案作成のためのJSA独⾃の制度
• 団体様と弊協会とが共同してJIS原案作成を⾏う

＜実績＞・約150団体/年、約300規格/年 （1998年から開始）
・毎年公⽰される規格の約60%はJSA公募制度を利⽤

JSA

•JIS原案作成における様式支援・手順相談
（原案作成委員会出席も含む）

•CSBパブリックコメントの実施 *

•申出のための様式調整、校正、
テンプレート化

•電子申出

•JISの普及、問合せの対応

•費⽤支援（一部）

原案作成団体

•原案作成委員会の適正な運営

•JIS原案・JIS解説の作成
（テンプレート化を含む。）

•CSBパブリックコメントのコメント対応 *

•WTO意⾒受付公告，JISC/産業標準作成
委員会審議 *などの対応

•JISの普及、問合せ、5年⾒直しの対応

* 一部のJIS原案作成は，CSBスキームではなく認定産業標準作成機関スキームとなります。
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ご利⽤例︓次の観点からJISの制定・改正が必要な時（追補改正も対象）

• 市場の変化（技術⽔準、ユーザニーズ、環境配慮等）によって
既存のJISと実態とが乖離

• 技術の進歩などによって、対応する国際規格が改訂

• 新たな国際規格が発⾏された/開発中であり、
国内の実情・国際商取引を鑑みると
国内における普及の促進からJIS化が必要

• 引⽤JIS又は関連JISが改正・廃止

• 強制法規、公共調達基準などとの
関連で、制定・改正が必要

• 5年⾒直し調査をきっかけに

市場/技術
の動向

法規・
他規格

国際
規格

1 JSA公募制度の概要
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⽰
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成
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員
会
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関係団体等+JSA

JIS原案作成
日本産業標準調査会
(JISC)での審議

主務大臣

公示
主務大臣

付議

制
定
・
改
正

官
報
公
⽰

部会

CSBとしての
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主務大臣 WTO/TBT意見受付公告（60日）
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事
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事
前
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ヒ
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2カ⽉
準備2カ⽉

作
業
計
画
公
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作
業
計
画
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原案作成プロセス
JISC専門委員
会審議を省略
し、部会審議

JISCを経ず
公⽰

a) 迅速なJIS制定・改正が可能

6.5か⽉短縮︕

2月末JIS素案完成
→8/20公⽰︕︕

2 ご利⽤のメリット
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c) 財政的支援

• JIS原案作成にかかる費⽤（委員謝⾦、交
通費、会場費⽤等）の一部支援

• 複数規格の同時申請はプラス査定
※ ⾦額はご要望に添えない場合もございます。
※ 国際規格の制定・改訂からの早期JIS化案件

のプラス査定なども検討中

d) 申出の代⾏/手続き書類作成支援

• 申出作業はJSAで実施

• 事前調査や申出に必要な手続き書類の作
成も支援

• 複雑な手続きのご負担軽減

b) 原案作成をサポート

• 規格開発に詳しい担当者を配置し、事
前調査〜公⽰まで支援

• 特にJISの原案作成時の様式・委員会
運営・各種事務手続き等

• JSA公募の流れに則るだけでJIS策定
プロセスに則ったJIS作成が可能

2 ご利⽤のメリット
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何でもお気楽にご相談ください (例)
• JISの作成プロセスの詳細を知りたい。
•事務局運営のノウハウがない。
•委員会委員の選定時のご相談。
•所掌JISのメンテナンスがしきれない。
•改正のタイミングがわからない。
•団体規格、強制法規例⽰基準をJIS化したい。
•Web会議ツールの利⽤経験が少ない。

e) よろず相談

2 ご利⽤のメリット
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＜参考＞ 現⾏JIS、ISO・IEC規格等国際規格の電子媒体提供 *

• 現⾏JISの電子データを活⽤して効率的に作業を進めて頂けるように、

改正対象の現⾏JIS及び解説の書き換え可能な電子媒体（Word）をご提供。

• ISO/IEC規格等国際規格の電子データを活⽤して効率的に作業を進めて頂けるように、

関連するISO・IEC規格等国際規格の電子ファイル（Word又はPDF）をご提供。

* JSA公募制度のご利⽤の有無に関わらず、JIS原案等作成の際にご提供が可能です。

2 ご利⽤のメリット
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f) 国際規格の仮翻訳の提供－制定編
目的: 国際規格（ISO･IEC）を基に、タイムリーに、すぐ使える関連JISの制定を⾏い、業界の業務に活かす。

元の
国際規格
(ISO･IEC)

これが提供
されます!!

①仮翻訳

2 ご利⽤のメリット
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f) 国際規格の仮翻訳の提供－制定編
目的: 国際規格（ISO･IEC）を基に、タイムリーに、すぐ使える関連JISの制定を⾏い、業界の業務に活かす。

これが提供
されます!!

※ Beta版のJIS⾃動成形ツールによる加⼯を試⾏させていただく形となります。
規格番号の太字化等、ツールで対応不可となる項⽬もございますが、ご了承ください。

仮翻訳
(ISO･IEC)

②仮JIS体裁※

2 ご利⽤のメリット
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f) 国際規格の仮翻訳の提供－改正編
目的: 国際規格（ISO･IEC）を基に、タイムリーに、すぐ使える関連JISの改正を⾏い、業界の業務に活かす。

①仮翻訳
②新旧対照表

これが提供
されます!!

※①仮翻訳、②新旧対照表のいずれかだけの提供も可能です。

これが提供
されます!!

削除・追加・変更
等が表示されます

2 ご利⽤のメリット
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f) 国際規格の仮翻訳の提供－改正編
目的: 国際規格（ISO･IEC）を基に、タイムリーに、すぐ使える関連JISの改正を⾏い、業界の業務に活かす。

JIS改正へ 差分分析の上、
現⾏JISを修正

2 ご利⽤のメリット
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• JIS原案の制定・改正の検討段階
からお申込みください︕

• 事前調査より前の段階から提供
可能です︕

f) 国際規格の仮翻訳の提供

2 ご利⽤のメリット
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特定標準化機関（CSB）
• JISC内の調査審議及び事務処理の効率化・迅

速化のための制度
• CSB要件を満たしたJIS原案作成体制をもつ

原案作成団体を日本産業標準調査会（JISC）
が 確認

• CSBから申出するJIS原案は、JISCの調査審
議は、原則専門委員会に付託せず部会にて実
施（担当官が振分け）

（幣協会は、JISC標準第一部会・第二部会から
CSB要件確認）
• 2017年〜JSA公募制度案件にも適⽤
• 認定機関案件以外は全てCSBスキームで作成

• JIS制定の⺠間主導による迅速化のための制
度

• 産業標準化法に基づき、標準化の専門知識及
び能⼒がある原案作成団体を主務⼤⾂が認定

• 認定機関から申出するJIS案はJISCの審議を
経ずに主務⼤⾂が制定、改正等

（幣協会は、2019年9⽉に経済産業⼤⾂から第
1号認定）
（弊協会とJIS案作成事業契約を締結済み、か
つ、認定の範囲に該当する案件が対象）

認定産業標準作成機関（認定機関）

※  CSBスキーム又は認定産業標準作成機関スキームの振分けは，
ご応募後に弊協会内で整理させていただきます。

3 JSAの規格開発体制と認定機関制度

JSA公募において迅速な規格開発のための⼆つの制度が利⽤可能
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原案作成プロセス JISC専門委員
会審議を省略し、
部会審議
（専門委員会審
議と比較し、数
か月の短縮）

JISCを経ず
公⽰

6.5か⽉短縮︕

2月末JIS素案完成
→8/20公⽰︕︕

JSA一元管
理による期
間短縮

3 JSAの規格開発体制と認定機関制度
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現在の認定機関案件対象の基本的考え方
・経済産業大臣専管
・JSAと団体様とのJIS案作成事業契約
・強制法規引用対象外
⇒ 2024年11⽉申請では、基本及び化学分野の⼀部について法令引用JISも含めた。

11分野の
産業標準作成委員会

基本、計測計量、適合性評価、管理システム規
格、電気、電⼦、情報、機械要素、化学、⾦属・
無機材料、産業機械

現在の認定標準作成委員会の対象規格
 JSAが認定されている「作成しようとする産業標準の案の範囲」に該当
 審議する産業標準作成委員会がJSAに存在（11分野）
 JSAと団体様とのJIS案作成事業契約 など

※作成しようとする産業標準の案の範囲については、以下のURLにて公表

https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/jisho/ninteikikan/pdf/ninteikikan_JSA.pdf

3 JSAの規格開発体制と認定機関制度

作成しようとする産業標準の案の範囲

https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/jisho/ninteikikan/pdf/ninteikikan_JSA.pdf
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従来の認定機関案件対象の基本的
考え方
・経済産業省専管
・JSAと団体様との⻑期契約
・強制法規引用対象外
⇒ 2024年11⽉申請では、基本及び化学分野の⼀部について法令引用JISも含めた。

現在現在

11分野の
産業標準作成委員会

今後の拡大方針
（2025年7⽉時点検討中）

今後の拡大方針
（2025年7⽉時点検討中）

全分野の産業標準作成委員会設置
他省専管JIS、共管JISにも拡大

原則、JSA公募を全件認定機関案件に
①新規分野の拡大
土木、建築、消費生活、高齢者・障害者支援、
交通物流、医療機器、保安、サービス
②既存分野の拡大
（基本、計測計量、適合性評価、管理システム規格、電気、電⼦、情報、
機械要素、化学、⾦属・無機材料、産業機械の11分野のJIS追加）

・未契約団体様とのJIS案作成事業契約締結
・JSAが原案作成団体のJISも拡大
・これまで除外してきた法令引⽤JISも認定範囲
に含める

基本、計測計量、適合性評価、管
理システム規格、電気、電⼦、情報
機械要素、化学、⾦属・無機材料、
産業機械

 今後の制度⾒直しに伴い、JSAでは全分野の産業標準作成委員会を設置予定
 2025年中に別途、認定機関制度の説明会を開催予定

3 JSAの規格開発体制と認定機関制度
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項目 公募契約 ①JIS案作成事業契約書
契約⽬的 個別JIS原案作成 ・原案作成団体で個別JIS素案作成

・産業標準作成委員会でJIS案を作成審議
・認定機関として主務⼤⾂への申出
・原案作成団体対象JIS案の明確化

契約期間 9か⽉ 10年（⾃動更新）
JIS素案作成着手前 － ・産業標準作成委員会による作業計画の承

認
JIS素案作成中 ・パブコメ実施（30日）

・8か⽉で原案作成
・8か⽉で素案作成
・JSAによるプロセスの管理
・JSA TPMは関係者参画

JIS素案作成後 － ・JSAによる意⾒受付公告（60日・JIS案
公表）
・産業標準作成委員会によるJIS案の作
成・審議

②別表 － 認定申請JIS案中の原案作成団体対象JIS
別紙 制定改正する個別JIS －

③覚書 － 制定改正する個別JIS
（公募応募の度に締結）

従来の公募契約とJIS案作成事業契約書の違い
3 JSAの規格開発体制と認定機関制度
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3 JSAの規格開発体制と認定機関制度

①JIS案作成事業契約書
従来の公募契約をベースとした10年の⻑期契約（⾃動更新）
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3 JSAの規格開発体制と認定機関制度

②別表1 対象JIS案一覧表
認定機関ルートで作成する対象JISの一覧表
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3 JSAの規格開発体制と認定機関制度

③JIS案作成事業契約書に不随する覚書
－事前調査後にJIS案作成決定後、都度締結
－作成対象、作成期間、運営費、作成内容等の明確化
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3 JSAの規格開発体制と認定機関制度

「JIS案作成事業契約書」の締結願い
 以下の11分野に該当する規格の制定等を⾏う場合につきましては、

2025D区分以降の応募に伴い、「JIS案作成事業契約書」の契約をお願いする
可能性がありますので、ご了承ください。

 「JIS案作成事業契約書」の内容確認を希望される団体様は、アンケートにご記入ください。
 以下の11分野以外の分野については、今後の方針が固まり次第、説明会等のご案内をいたしま

す。

11分野の
産業標準作成委員会

基本、計測計量、適合性評価、管理シス
テム規格、電気、電⼦、情報、機械要素、
化学、⾦属・無機材料、産業機械
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4 応募〜成果物提出の流れ
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応募〜成果物提出の流れ

応募
ヒアリング
／選考会

契約
原案
作成

成果物
提出

区分 応募締切 事前調査
(ヒアリング)

準備期間
(2か月)

作成期間
（8か月）

原案作成完了
（ご提出）

2025
区分D

2025.
8.15 2025.9〜10 2025.11〜12 2026.1〜8 2026.８ 末日

2026
区分A

2025.
11.14

2025.12〜
2026.1 2026.2〜3 2026.4〜11 2026.11 末日

2026
区分B

2026.
2.13 2026.3〜4 2026.5〜6 2026.7〜

2027.2 2027.2 末日

2026
区分C

2026.
5.15 2026.6〜7 2026.8〜9 2026.10〜

2027.5 2027.5 末日

2026
区分D

2026.
8.14 2026.9〜10 2026.11〜12 2027.1〜

2027.8 2027.8 末日

2025年度〜2026年度スケジュール（予定） ※下記スケジュール以外でのご応募も可能。
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① JIS原案作成公募制度応募⽤紙（ヒアリング希望日付き）----１部

② JIS原案作成に係る事前調査表 ----規格ごとに各１部

③ JIS原案作成に係る事前調査表（廃止）（制定・改正に伴う廃止がある場合）----規格ごとに各１部

④ JIS原案作成委員会開催日程及び構成員名簿 ----委員会ごとに１部

⑤ JIS原案作成委員会運営費⾒込書（財政支援を希望する場合。追補改正のみの場合不要）----１部

⑥ 制定/改正予定の草案・基礎とする文書等（ある場合。途中段階でもOK）

a) 必要な書類

• 弊協会Webサイトから上の①〜⑤の様式をダウンロード
• URL https://webdesk.jsa.or.jp/common/W10K0500/index/dev/iso_domestic02/

( で検索)

• ①〜⑥の電子データ （Word・Excel）をsd@jsa.or.jp まで送付

b) 入手・記入・送付方法

JSA公募 検索 ※ 様式は最新版をご利用くださいませ。

応募

4 応募〜成果物提出の流れ

https://webdesk.jsa.or.jp/common/W10K0500/index/dev/iso_domestic02/
mailto:sd@jsa.or.jp
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① 2021年4⽉から、freeeサインによる電子契約をお願いしております。
対応が難しい場合は、従来どおり、書面での契約をいたします。

② 電子契約の可否
⇒ 応募時に、JIS原案作成公募制度応募⽤紙の７．にご記⼊ください。

freee株式会社 freeeサイン資料から引用

freeeサインの概要 < https://www.freee.co.jp/sign/>

4 応募〜成果物提出の流れ

契約

https://www.freee.co.jp/sign/
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成果物
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以下の成果物及び必要書類は電子メール（sd@jsa.or.jp宛）にてご提出ください。
* 全て電子ファイルの提出が可能です。

① JIS原案（本体及び解説）（Word）
② JIS原案作成経過報告書（制定・改正）（Excel）
③ 作成経過報告書別紙 委員会構成表及び参加状況（Word）
④ JIS原案作成経過報告書（廃止）（Excel）

※ 制定/改正に伴う廃止がある場合のみ必要。
⑤ 日本産業規格制定・改正等に関する特許権等の扱いに係る声明書（PDF）

※ JIS原案に特許権等が含まれている場合のみ必要。
⑥ 日本産業規格の制定／改正原案及び同規格に係る著作権の扱いに関する確認書（PDF）
⑦ 原案作成委員に関する個人情報の保護について（報告）（Word）
⑧ JIS解説書における原案作成委員に関する個人情報の保護について（報告）（Word）

※JIS原案作成委員会運営費請求書については、上記の成果物納品後に様式をお送りします。
※各種様式は弊協会Webサイトに掲載しております。提出時にご確認ください。

https://webdesk.jsa.or.jp/common/W10K0500/index/dev/iso_domestic02/

4 応募〜成果物提出の流れ

mailto:sd@jsa.or.jp
https://webdesk.jsa.or.jp/common/W10K0500/index/dev/iso_domestic02/
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 ISOより各国の標準化機関向けに有償で提供されているITツール（SaaSツール）
 主な機能として、JIS原案等の審議資料格納としてのオンラインストレージ機能

オンライン上で委員会文書・
意⾒収集・プロセスの⼀元管理

⽂書管理ツール
(オンラインストレージ)
Documents
意⾒収集ツール
National Ballots

進捗管理ツール
National Projects

 規格開発の業務効率向上に資するために2022年7⽉より利用開始
 「無料」で規格作成団体様に提供

5 JIS原案等の審議資料格納について
（ISOlutionsの利⽤願い）
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5 JIS原案等の審議資料格納について
（ISOlutionsの利⽤願い）

 オンラインストレージ機能（Documents）のイメージ図
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 公募では、ISOlutionsの利用を原則お願い（推奨事項）

ISOlutionsの各機能について実際の画面に基づき操作説明を実施いたします。
事務局や委員など対象に応じて実施いたします。

ご希望に応じて操作練習用のテストサイトをJSAで作成いたします。

（必要に応じて）
説明会の実施

Excelファイルの様式に、利用する⽅の情報をご記⼊の上ISOlutionsヘルプデ
スク（ isolutions̲help@jsa.or.jp ）まで申請書をご提出ください。

申請に基づきJSAでISOlutions上の委員会の作成・利用者の登録を⾏いま
す。

作成した委員会サイトには⽂書がありませんので、委員会に必要な⽂書をアップ
ロードを事務局にてお願いいたします。

委員会サイトの作成
委員登録

（必要に応じて）
テストサイトの提供

利⽤申請書の
ご提出

準備が整いましたら、事務局より委員の皆様へ利用の周知をお願いいたします

文書掲載

利⽤開始

5 JIS原案等の審議資料格納について
（ISOlutionsの利⽤）

mailto:help@jsa.or.jp
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JSA公募制度に関するお問い合わせ・書類など送付先

29

一般財団法人 日本規格協会
標準化企画・管理ユニット 規格管理・情報化推進チーム

〒108-0073 東京都港区三田3－11－18 三田Avanti
E-mail: sd@jsa.or.jp 

ご清聴ありがとうございました

mailto:sd@jsa.or.jp
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資料③
JIS原案作成公募制度説明会
JIS原案作成の流れと留意事項

2025年7⽉

Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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応募書類の受付

JSA担当者による書類確認

ヒアリングの実施

契約

委員会でのJIS原案作成
〜 委員会参加、 JSA様式調整 〜

成果物（JIS原案他の書類）のJSAへの提出

1 ＪＳＡ公募制度による原案作成の流れ

校正、申出（主務⼤臣への提出）
Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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事前調査表 ＝ JISの設計図

2  応募書類でご留意頂きたい点
〜 事前調査表（1） 〜

• 必要性、期待効果、規定内容、改正点を明確に記載
• 作成経過報告書 ※ の作成時にも利⽤

※ 作成経過報告書︓

成果物提出後の審議の基礎情報となるもの(5参照)
原案作成完了後にJIS原案と共にご提出頂く書類で

記載⽅法についてご不明な場合は、お気軽にお問合せください。

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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2  応募書類でご留意頂きたい点
〜 事前調査表（2） 〜

• 規格番号、名称、制定改正の別
• 主務⼤臣
• 業所管課室への確認状況
• 必要性・期待効果、規定項目
• 原案の検討状況（進捗）
• 委員構成
• 対応国際規格の有無
• 国際流通への影響
• JISマーク表⽰制度との関係
• 生産・輸出状況
• 規制や公共調達への引⽤
• 特許権等の有無
• 公⽰希望時期（ある場合）

主な記入項目:＜抜粋＞

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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委員会・様式調整の⼤まかなスケジュールを

《様式調整時期の判断の⽬安》
• 作成中の原案が、委員会及び／又は分科会での審議を少なくとも１回

経て、構成上の規定項⽬を全て満たした状態になっている。
• ＪＳＡからの指摘に原案作成期間中に対応可能である（最終委員会前

である 等）。

2  応募書類でご留意頂きたい点
〜 原案作成スケジュール 〜

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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• 委員構成には、現状のすべての実質
的な利害関係者を網羅

《改正の場合の委員構成》
改正の場合、前回委員会と同じである必要はないものの、
構成が異なる場合には、現状の利害関係者を網羅できている
根拠を明確にするようにして下さい。

• 委員構成区分の原則︓
「生産者」「使⽤者」「中⽴者」「（販売者）」

※商取引に直接関係せず、区分を特定しにくいＪＩＳは、
中⽴者のみでも可（単位、⽤語、製図、基本的試験方法 等）

2  応募書類でご留意頂きたい点
〜 構成員名簿（1）〜

各区分が委員構成の半数を超えることは不可※

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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• 中⽴者委員には以下も（必要に応じて関係者として）
－ 原案の原局原課（原案内容に直接関係する省庁部⾨）
－ ＪＳＡ担当者（認定機関ルートの場合は、TPMとして関係者参加）

－（規制等への引⽤有or予定の場合）規制等や公共調達の管轄省庁
－（JISマーク認証可能な構成の製品規格等の場合）登録認証機関

• 経産省ISO/IEC課のご担当官は通常、関係者に
• 同じ所属からの委員参加は原則不可

《分科会の設置について》
分科会の設置は任意です。ただし、ご応募時点で素案をご準備頂
いていないような場合、本委員会だけでの原案作成・審議では時
間を要する可能性が高く、分科会の設置を特にお勧め致します。

2  応募書類でご留意頂きたい点
〜 構成員名簿（2）〜

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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• 対面、Web会議ツール、書面などで実施
• 制定・改正の必要性及び期待効果、規定内容、

• 準備状況（規格素案の作成状況）の確認
• 審議スケジュール、様式調整時期の共有
• 審議ルート（部会，専⾨委員会など）の確認
• 規格番号の仮確定（制定の場合）
• JISマーク認証の有無・希望の確認

改正点、委員構成などについて確認

3  ヒアリングの実施

ヒアリング前後に、必要に応じて内容修正をお願いしております。

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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規格は様式及び作成方法に関する統一ルールの基で作成
JIS Z 8301 

4 委員会でのJIS原案作成
〜 JIS様式及び作成方法〜

• 要求事項と参考情報を明確に区別
• ダブルスタンダード不可(必要に応じて規格引⽤)
• ⽭盾、重複、過不⾜の排除
• 誤解の余地のない明解な規定文に
• 対応国際規格との整合，差異の明確化(対比表等)

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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• JIS様式等の観点で必要に応じて指摘・発言

《原案の事前提供のお願い》
委員会で審議する規格原案は、審議当日の配布で（投影）ではなく
事前にご提供願います（Wordファイルで）。

4 委員会でのJIS原案作成
〜 JSA担当者の委員会参加 〜

• 進捗、プロセスの確認及びフォロー

• 技術的な審議を最優先しつつ、規格様式上誤った
方向で議論が進みそうな場合、軌道修正

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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• 対面会議︓
会議室に一同に会しての審議

4 委員会でのJIS原案作成
〜 委員会の開催形式 〜

• Web会議︓
オンライン会議ツールを利⽤しての審議

• 書面審議︓
メール等を利⽤した審議

《Web会議等の開催⽅法について》
• Web会議や書面審議の実施⽅法についてルールは設けておりません。

各⾃セキュリティポリシーに従って実施願います。
• 実施⽅法がわからない場合などには、JSA担当までご相談ください。

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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• 実施形態 ︓ 原案への書面での確認・指摘
• 時期/回数︓ 原案作成期間中１〜２回程度
• 実施期間 :  個別に調整（概ね１ヶ月程度）
• 実 施 者 ︓ JSA担当者（必要に応じて複数名）

《様式調整の回答納期について》
JSAからの回答納期については個別に調整させて頂きます。
（ある程度の期間を頂く場合があります。）

4 委員会でのJIS原案作成
〜 JSA様式調整（1） 〜

《作成経過報告書等》
作成経過報告書（案）などについても、原案作成期間中に確認さ
せて頂くと、その後の進捗が円滑となります。

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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《指摘例》
・ 注記に要求事項・推奨事項・許容事項が入っている

→ 注記には参考情報を記載。規格として規定する事項なのか曖昧。

・ 本文での引⽤・参照のない附属書がある
→ 規定の附属書は規定文中での引⽤が必要。参考の附属書も参照必要(注記等でも可)

・ 規定内容が複数個所で重複している
→ 規格では、同じ内容は原則規定しない。

・ 指⽰代名詞がなにを指しているのか不明確
→「それ」などとせず、具体的に箇所を指定することで曖昧さを排除。

・ 他規格を引⽤していながら、同じ内容を規定している
→ 他規格を引⽤しながら、同じ内容を規定することは規格体系上、不適切。

4 委員会でのJIS原案作成
〜 JSA様式調整（2） 〜

Copyright 2020 JSA Group. All Rights Reserved.
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・ＪＩＳ原案，解説原稿
・作成経過報告書（制定・改正・廃止）
・その他書類（著作権, 特許権 等）

《早期提出の推奨》
原案審議が完了した原案は契約期間内のいつでも提出可能
です（ＪＳＡ担当者と合意の上で）。審議が早期に完了し
た場合には、ぜひ早めにご提出ください。
規格の早期公⽰につながります。

5 成果物のJSAへの提出
〜 提出物一式 〜

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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なるべく原案作成期間中に、ＪＳＡ担当宛に記載チェックの
ご依頼をお願いします。

5 成果物のJSAへの提出
〜 作成経過報告書(1) 〜

≒  事前調査表＋原案作成委員会の審議結果報告
（事前調査表の記載を基に、原案作成の審議中問題となった事項、

《JSA担当によるチェック実施のお願い》

記載内容は、成果物受領後の手続き・審議＊ の基礎資料に
＊主務⼤臣への申出、JISC技術専⾨委員会、JISC部会 等

作成経過報告書

委員会開催状況等を追加）

正確かつ分かりやすい記載が必須

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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「必要性」「期待効果」

5 成果物のJSAへの提出
〜 作成経過報告書(2) 〜

・「制定/改正された国際規格への整合」だけを必要性とはせず
我が国へ導入する根拠を

・ 期待効果には具体的なメリットを（産業界、国際競争⼒、
商取引などへの影響等）

・ 簡潔明瞭で、誰が読んでも理解できる記載に
・ 国家標準でなければならない理由を明確に

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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「必要性」の望ましい書き方・ストーリー

5 成果物のJSAへの提出
〜 作成経過報告書(3) 〜

・制定の場合
現状、〇〇のような社会的背景、生じている不都合がある。

・改正の場合
“ この規格は〇〇について規定したものであるが “

状況改善のために〇〇についてのJISを制定する必要がある。

現在○○（社会環境、技術変遷の変化等）の状況にあるため、
（☝ 現⾏適⽤範囲に基づき記載）

〇〇のような技術的変更を⾏う必要がある。

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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• 校正
－ JSA校正部⾨にて本体と解説の校正実施

➡ 不明点・修正指摘への対応依頼
－ 校正期間︓ 通常２か月程度

• 申出
JSA申出担当より、原案等一式を主務⼤臣へ提出（電子申請）

6 校正及び申出

《校正指摘への迅速な対応のお願い》
円滑な申出に繋げるために、校正での指摘へは迅速に回答願います。
《申出前の担当官チェック》
申出前には担当官による事前確認を頂きます。原案や作成経過報告書へ
の指摘があった際には、別途対応をお願いする場合があります。

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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・『JIS原案作成のための手引』とは
－ JIS 原案作成において特に注意すべき項目の説明文書
－ 規格の作成方法の理解促進を目的にWeb公開中
－ 最新の改訂版を第24版として発⾏

7 『JIS原案作成のための手引』について

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.

－ Z8301の補⾜説明（単位、⽤語等、各箇条の書き方）
－ 国際規格対応の場合の留意点
－ 図面作成の際の注意点
－ 製品規格、試験法規格のまとめ方
－ 解説の書き方 等

・主な記載内容

Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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改訂24版での変更点

7 『JIS原案作成のための手引』について

Copyright 2022 JSA Group. All Rights Reserved.

• より理解しやすくするための、全体的な編集上の修正

• 追補の作成方法に関する注意事項の追加（箇条9）

• JIS原案作成に関するFAQの再編（資料5）

事例も多数掲載しているので、原案作成に際してぜひご活⽤ください。

Copyright 2023 JSA Group. All Rights Reserved.Copyright 2024 JSA Group. All Rights Reserved.
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正誤票発⾏の多くの理由が数値・数式・単位誤り

規定値への適合性，試験結果の算出の正確性などに直接的に関係
する事項なので，特に注意して内容を確認する必要有

次の事項に注意し，数値・数式・単位周りだけに集中して⾒直
す確認を必ず一度は⾏う。また、検算などを⾏う。

－数値・数式・単位の記載ミス
－数値の桁誤り
－数式の単位誤り
－対応国際規格からの転記ミス

8 JISの正誤票発生対策の取組みと協⼒願い

Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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JIS改正時に意図していない誤りが起きる可能性
例︓表の修正時などに意図していない数字を削除

JIS原案の確認時に現⾏JISと改正JIS原案の
比較を実施（Wordの新旧比較機能）

＜対策＞

意図しない修正が生じていないか確認

8 JISの正誤票発生対策の取組みと協⼒願い

Copyright 2025 JSA Group. All Rights Reserved.
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ご清聴ありがとうございました

お問い合わせ
一般財団法人日本規格協会
標準化企画・管理ユニット

規格管理・情報化推進チーム
sd@jsa.or.jp
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標準化インテリジェンス
サービスのご案内

資料X
JIS原案作成公募制度説明会

一般財団法人日本規格協会
JSAグローバルリサーチセンター

pdd@jsa.or.jp

資料④
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標準化インテリジェンスサービスのご案内 ｜ 1

ビジネスを取り巻く状況が複雑化し、新たなルール設定が目まぐるしく行われる

現代において、企業・組織がビジネスや戦略策定を行うためには、国際的な

法規制や標準などのルール構築の状況を正確に把握・理解し、ときに自らルール

形成をリードしていく姿勢が求められます

一方で、規制動向、市場、標準開発に関する動向等はそれぞれ個別に

点在しており、一企業・組織で収集あるいは全容を理解することは

容易ではありません

近年、SDGs、気候変動問題、

カーボンニュートラル、サーキュラー

エコノミー、ジェンダーバランス、

人権問題等の社会的課題の解決に、

国際標準化を活用し、ルール形成を

リードする動きが活発化してきて

います

同様に、水素、アンモニア、人工知能

(AI) などの社会的課題に対応した

個別技術に関する標準化活動も

加速化しています
JSAグローバルリサーチセンターでは、
これら点在する各種情報を収集・整理し、
関係づけ、次のアクションにつながる
インサイトを提示する「標準化インテリジ
ェンス」活動を実施しています

 総合的標準化機関であるJSAが持つ
国内外の関係機関とのネットワーク
を活用し、「標準化インテリジェンス」
に基づき皆様のビジネス展開・戦略
や標準開発の可能性に対する各種サ
ポートをご提供いたします

標準化インテリジェンスサービスのご案内
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ご
利
用
シ
ー
ン

• 関連規格のリストがほしい

• 規格開発のスケジュールが知りたい

• 保有規格のリストをブラッシュアップ
したい

• 標準化動向について概要を把握したい

• ビジネスのフィージビリティースタディ
ーの一環として標準化動向を含めた分
析がしたい

リファレンス アドバイザリー・コンサルティングリサーチ

• 自社の技術戦略に沿った、標準化活動を
行い、ビジネス拡大・創出をしたい

• 業界のガイドライン策定や認証事業を
構築したい

企業をはじめ、経済産業省、国土交通省、農林水産省、厚生労働省、
国立研究所の案件などで実績多数

• 日本農林規格（JAS）の制定・国際化調査委託事業 （ルール形成・標準化が有効な分野の分析・整理等）

• 医療関連サービスに関するGB、JIS、ISO、IEC、法規も含めたリスト作成、全体関係のマッピング

• ロボット製品に関係する規格の収集、日本、欧州、米国の標準化動向、規格関係のマッピング

• 環境関連規格の標準化の現状と将来予測についてレポート

• 産業用X線CT装置周辺の標準化動向調査、関連規格 （JIS、ISO、欧州規格など） のリスト化

これまでの事例

レポートは下記のような方に

ご利用いただいています

• 企業の知財部門・経営企画部門の方

▶標準化を活用したビジネス展開のための材料に

▶他事業部門に標準化の重要性を伝える資料に

• 国の基金等の事業を受託された組織の方

▶「標準化戦略」を説明・提案する材料に

標準化インテリジェンスサービスのご案内
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成果物事例①：標準化戦略の成功事例調査

3

出典: 各種情報を基にJSAが作成;

クローズ領域
（競争）

オープン領域
（非競争）

MTPの概観* オープンORクローズ部分
（ * Rockwell Automation HPより抜粋）MTP規格策定における関係企業・標準化組織

• 製造装置のモジュール化を非競争領域と捉え、関係業界を広く巻き込んで
標準化のイニシアティブを取り、規格を開発

▶化学品製造企業として「モジュラー・プラント・イニシアティブ」を立ち上げ、標準化
（MTP規格：Modular Type Package）の議論をリード

▶ドイツ技術者協会（VDI）の規格VDI / VDE / NAMUR 2658及び VDI 2776が
成立

取組と
効果

• 組み合わせに関するソフトウェア部分を秘匿
化

▶シェア拡大と売上向上を実現（効率的に生産
された物質の特許を押さえることも可能に）

オープン・クローズ戦略の効果
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成果物事例②：AIに関する規格・関連法規

4

ISO/IEC JTC1 SC42においてAI関連の規格が策定される。AIのリスクマネジメントが必要となる。他方、欧州AI法とEN規格の動きがあり、
ISO/IECとの整合性が問われる。米国NISTはAIリスクマネジメントフレームワークを発表。IEEEもAI規格を策定

NIST : AIリスクマネジメントフレームワーク
リスク管理のフレームワーク(妥当性と信頼性、安全性、
セキュリティ、レジリエンス、アカウンタビリティと透明性、
説明可能性と解釈可能性、プライバシー強化、有害なバイアス
を管理した公正性を含む

EU/AI法

高リスクAIシステム
※ (付属書Ⅰ) 自動車など安全規制の

対象となってる製品のAI利用
※ (付属書Ⅲ)生体認証など特定のケ

ース
※ その他個人のプロファイリングを含

むもの

高リスクAIシステム は除く

汎用AI (GPAIモデル) に関する規制が施行

製品の安全部品として使用される
高リスクAIシステムに関する規則が実施

2025.4 EU規格のEU法に準拠している
ことを確認する報告書

2025.12企業がハイリスク開発者または
導入社として、分類され汎用AIを
使用しているかどうかにおいて、
EUAI法規格が採用可能となる

2024.8 欧州AI法発行

2025.8 AI法一部施行

AI法一部施行2026.8

2027.8 AI法完全施行

EU AI法
世界初の包括的なAI法。健康、安全、
基本的人権に対するリスクに対処する

信頼性、倫理性

AIのリスク管理システムの確立

イベントログの記録

データガバナンス

監視、透明性

AIマネジメントシステム ISO/IEC 42001

AIシステムのログ記録 ISO/IEC 24970

分析と機械学習（ML）のためのデータ品質 ISO/IEC 
5259-５

AIのガバナンスの示唆
ISO/IEC 38507

AIリスクマネジメント
ISO/IEC 23894

AIシステムのための透明性 ISO/IEC12792

AIシステムの人間による監視のガイダンス ISO/IEC 
42105

AIの信頼性の概況 ISO/IEC 24028

分類、MLにおける不要なバイアスの処理 ISO/IEC 12791

ニューラルネットワークの頑強性に関する評価
ISO/IEC 524029-1

AIシステム及び支援の意思決定によるバイアス
ISO/IEC 24027

組織レベルのAI規格
システム設計における倫理的懸念に対処する
標準モデル IEEE7000

自立システムの透明性 IEEE7001

アルゴリズムのバイアスに関する考慮事項 IEEE7003

データプライバシープロセス IEEE7002

児童・生徒のデータガバナンス IEEE7004

AIマネジメントとISO規格の全体像

出典: 各種情報を基にJSAが作成;
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成果物事例③：環境関連規格の標準化の現状と将来予測

5

環境政策・規格に関連する主な国際・欧州組織マップ

出典: 各種情報を基にJSAが作成;
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標準化インテリジェンスサービスのご案内

6

リサーチレポート (成果物) の紹介をJSAG公式HPにて公開中

「標準化動向調査について」
https://webdesk.jsa.or.jp/common/W10K0500/index/dev/
std_trend_survey/

お問い合わせ・ご相談は

• 公式HPの「お問合せ」 (右図) の

「標準化動向調査について」 から。もしくは、

• 下記メールアドレスにご連絡ください

一般財団法人日本規格協会
JSAグローバルリサーチセンター

まずは、調査可能かどうかのご相談をください

pdd@jsa.or.jp

標準化動向調査について

標準化動向調査について

https://webdesk.jsa.or.jp/common/W10K0500/index/dev/
mailto:pdd@jsa.or.jp
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資料⑤
JIS原案作成公募制度説明会
「規格開発エキスパート」について
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規格開発エキスパートとは

1

2017年5⽉1日付で「標準化人材登録センター（RCES）」を設⽴、2017年7⽉より「規格開発エキス
パート」資格登録を開始。2019年4⽉より、一般財団法人日本要員認証協会 標準化人材登録セン
ター（RCES）にて事業を承継。

・沿革

〇規格開発エキスパート補（RCES SER01 3.1）

国際規格、国家規格、団体規格、社内規格等の規格の開発に関する専門的な知識を有し、それらに参
画するための基礎的な⼒量を有する者。

〇規格開発エキスパート（RCES SER01 3.2）

国際規格、国家規格、団体規格、社内規格等の規格の開発に関する専門的な知識と経験を有し、それ
らに参画するに⼗分な⼒量を有する者。

・求められる⼒量

〇RCES SER01 規格開発エキスパートの資格基準及び手続き

標準化人材登録センターのサイトで公開しています。（https://www.jrca-jsa.or.jp/rces/）

・資格基準

https://www.jrca-jsa.or.jp/rces/
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規格開発エキスパートへの登録要件

2

〇規格開発エキスパート補（RCES SER01 4.1）

申請日から起算して5年以内に、当センターが承認する規格開発エキスパート専門講座を修了する。

〇規格開発エキスパート（RCES SER01 5.1）

規格開発エキスパート補に登録し、以下のいずれかに該当する実績を⽰し「格上げ」をする。

a. ISO/IEC規格開発会議エキスパートとして２年以上の活動実績がある

b. ISO/IEC規格国内委員会委員として２年以上の活動実績がある

c. JISの原案作成委員会委員として２年以上の活動実績がある

d. 団体規格開発委員会委員として２年以上の活動実績がある

e. その他、a から d までの活動と同等と認められる活動実績

・登録要件

・規格開発エキスパート補への新規登録︓無料

・規格開発エキスパート補から規格開発エキスパートへの格上げ︓3,300円

（但し、規格開発エキスパート補への登録から２年以内に格上げの申請を⾏う場合は無料）

・登録料
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規格開発エキスパート講座について

3

〇規格開発エキスパート導⼊講座（RCES SER01 2.3）

規格開発エキスパート専門講座を受講するために必要となる、標準化に関する基礎的な知識を習得す
る講座

〇規格開発エキスパート専門講座（RCES SER01 2.4）

「標準化専門家1)」として必要となる知識を習得する講座。この講座の受講には、規格開発エキスパ
ート導⼊講座を修了していなければならない。
注1）経済産業省が2017年2⽉に公表した「標準化人材を育成する３つのアクションプラン」で定義さ

れている、標準化を主たる業務とし、経営層が策定したルール形成戦略に位置づけられた標準化
を実現する社内外の人材。 （RCES SER01 2.2）

・分類
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規格開発エキスパート講座の開催スケジュール

4

・規格開発エキスパート導入講座（講座名︓標準化セミナー 戦略的標準化活⽤基礎講座）

日程 開催地 開催場所

2025年10⽉09日(⽊) ライブ配信 Zoomを利⽤しての受講となります

日程 開催地 開催場所

2025年12⽉15日(⽉)
2025年12⽉16日(⽕)
2025年01⽉28日(⽔)

2026年03⽉03日(⽕)

東京
日本規格協会 三田Ａｖａｎｔｉ セミナールーム

（４日間通してのご受講が必要となります）

・規格開発エキスパート専⾨講座（講座名︓標準化セミナー 規格開発エキスパート講座）

お申込は「JSA GROUP Webdesk」（https://webdesk.jsa.or.jp）から承っております。（有料
のセミナーです）。「標準化セミナー 戦略的標準化活⽤基礎講座」はZoomを使ったオンラインセ
ミナー、「標準化セミナー 規格開発エキスパート講座」は日本規格協会のセミナールームで受講す
る集合型の研修となります。詳細は JSA GROUP Webdeskでご確認下さい。

https://webdesk.jsa.or.jp
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規格開発エキスパートの専⾨性について

規格開発エキスパート又は規格開発エキスパート補に登録された⽅が、ご⾃身の規格開発に関する
ご経験（⾃⼰申告）に基づく「専門性」を登録し、規格開発エキスパート登録者の検索ページにおい
て公表できる仕組みを、2021年12⽉6日より設置しました。

・規格開発エキスパートの「専⾨性」の登録・公表について

・「専⾨性」の枠組み

・「専⾨性」登録の公開

「専門性」は、規格開発エキスパート登録者の検索ページで公開しています。

検索ページ︓ https://sdex.jrca-jsa.or.jp/searches

「専門性」は、次ページに掲載した46種類の「専門分野」（表１参照）及び3種類の「開発に携わっ
た経験のある規格の分類」 （表２参照）により表⽰します。
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№ 分野 № 分野
1 総論．用語．標準化．ドキュメンテーション 49 航空宇宙工学
3 サービス．経営組織，管理及び品質．行政．運輸．社会学 53 荷役設備
7 自然科学及び応用科学 55 包装及び物流
11 医療技術 59 繊維及び皮革技術
13 環境．健康予防．安全 61 被服工業
17 度量衡及び測定．物理的現象 65 農業
19 試験 67 食品技術
21 一般的に使用される機械的システム及び構成要素 71 化学技術
23 一般的に利用される流体システム及びその構成要素 73 鉱採及び鉱物
25 生産工学 75 石油及び関連技術
27 エネルギー及び熱伝達工学 77 金属工学
29 電気工学 79 木材工業
31 エレクトロニクス 81 ガラス及びセラミック工業
33 電気通信工学．オーディオ及びビデオ工学 83 ゴム及びプラスチック工業
35 情報技術．事務機械 85 紙・パルプ工業
37 映像技術 87 塗料及び色材工業
39 精密機械．宝石類 91 建設材料及び建築物
43 自動車工学 93 土木工学
45 鉄道工学 95 軍事．軍事工学．武器
47 造船及び海洋構造物 97 家庭用及び商業用設備．娯楽．スポーツ

№ 名称
1 開発に携わった経験のあるJIS部門
2 開発に携わった経験のある国際規格の専門委員会
3 開発に携わった経験のあるその他の規格

表１ 規格開発エキスパートの専門分野

表２ 開発に携わった経験のある規格の分類
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専門性登録状況（2025年7⽉1日現在）
専門分野 開発に携わった経

験のあるJIS部門
開発に携わった経
験のある国際規格
の専門委員会

開発に携わった経
験のあるその他の

規格
専門分野 開発に携わった経

験のあるJIS部門
開発に携わった経
験のある国際規格
の専門委員会

開発に携わった経
験のあるその他の

規格
1.総論．用語．標準化．ドキュ
メンテーション 20名 23名 10名 49.航空宇宙工学 1名 1名 1名

3.サービス．経営組織，管理及
び品質．行政．運輸．社会学 16名 18名 5名 53.荷役設備 1名 1名 -

7.自然科学及び応用科学 6名 15名 4名 55.包装及び物流 2名 1名 -
11.医療技術 8名 9名 2名 59.繊維及び皮革技術 4名 2名 1名
13.環境・健康予防・安全 13名 13名 4名 61.被服工業 1名 - -
17.度量衡及び測定．物理的現象 12名 16名 5名 65.農業 1名 1名 1名
19.試験 19名 21名 11名 67.食品技術 2名 4名 1名
21.一般的に使用される機械的シ

ステム及び構成要素 6名 6名 3名 71.化学技術 6名 8名 4名
23.一般的に利用される流体シス

テム及びその構成要素 - - - 73.鉱採及び鉱物 1名 1名 -
25.生産工学 3名 6名 3名 75.石油及び関連技術 1名 2名 1名
27.エネルギー及び熱伝達工学 7名 8名 2名 77.金属工学 10名 8名 4名
29.電気工学 13名 13名 5名 79.木材工業 2名 2名 2名
31.エレクトロニクス 8名 15名 11名 81.ガラス及びセラミック工業 5名 7名 2名
33.電気通信工学．オーディオ及

びビデオ工学 3名 8名 4名 83.ゴム及びプラスチック工業 8名 11名 4名
35.情報技術． 事務機械 8名 13名 6名 85.紙・パルプ工業 1名 1名 1名
37.映像技術 2名 3名 3名 87.塗料及び色材工業 3名 3名 2名
39.精密機械． 宝石類 6名 6名 4名 91.建設材料及び建築物 7名 8名 5名
43.自動車工学 2名 4名 4名 93.土木工学 3名 3名 3名
45.鉄道工学 1名 2名 1名 95.軍事・軍事工学・武器 - - -
47.造船及び海洋構造物 5名 4名 - 97.家庭用及び商業用設備．娯楽．

スポーツ 2名 1名 1名
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規格開発エキスパートの検索ページ（専⾨分野から検索）
検索ページ︓https://sdex.jrca-jsa.or.jp/searches
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規格開発エキスパートの検索ページ
（開発に携わった経験のある規格の分類から検索）
検索ページ︓https://sdex.jrca-jsa.or.jp/searches
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規格開発エキスパートの検索ページ（詳細情報）
検索ページ︓https://sdex.jrca-jsa.or.jp/searches

検索結果一覧の「詳細情報」
欄の「表示する」ボタンを押
すと、登録者の詳細が表示さ
れます。

・氏名
・市区町村
・メールアドレス
・電話・FAX番号の
についての公開の有無は、

規格開発エキスパート登録者
の方が選択できますので、詳
細ページでは非公開となって
いる場合もあります。



Copyright 2025 JSA GROUP. All Rights Reserved. 11

関連情報

〇STANDirectoryへの登録が可能

「STANDirectory」とは、経済産業省が構築した、「規格開発・交渉人材」の情報を検索できるデー
タベース。

アドレス︓https://standirectory.go.jp/（登録⽅法は、左記のサイトをご参照ください。）

https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/jisho/pdf/20250529fu.pdf）

第17回日本産業標準調査会

基本政策部会資料

『「日本型標準加速化モデル」に
基づく取組のフォローアップ』

より抜粋

https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/jisho/pdf/20250529fu.pdf
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ご清聴ありがとうございました

お問い合わせ
一般財団法人日本要員認証協会

標準化人材登録センター
rces@jrca-jsa.or.jp

mailto:rces@jrca-jsa.or.jp

